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特 集 法テラス震災特例法による
震災法律援助業務の実施と
その展開

　平成24年３月、東日本大震災から1年あまりが
経っても、被災者の生活再建には程遠く、復興は
緒についたばかりであった。このような状況の中、
同年3月23日に「東日本大震災の被災者に対する
援助のための日本司法支援センターの業務の特例
に関する法律」（以下「法テラス震災特例法」）が
成立し、平成24年４月1日より、震災法律援助業
務が、法テラスの主業務のひとつとなった。

　法テラス震災特例法による震災法律援助業務に
は、被災者の実情に沿った支援を可能とするため
の工夫が盛り込まれている（民事法律扶助と比較
した震災法律援助の特色は資料６－１のとおり）。
法テラスでは、「法テラス南三陸」（平成23年10
月開所）を皮切りに、山元、東松島、大槌と、平
成23年度中に合計４か所に被災地出張所を設け
ていたが、法テラス震災特例法に基づく法律援助
業務は、相談者の資力を問わないことから、法律
相談の利用しやすさを格段に高め、出張所の活動
にさらなるはずみをつけた。
　平成24年度は、これら４か所に続き、新たに「法
テラス二本松」（福島県二本松市）、「法テラスふた
ば」（福島県双葉郡広野町）、「法テラス気仙」（岩
手県大船渡市）の３つの被災地出張所が設置され、
７つの拠点において業務を行う体制が整った。
　出張所では、被災者は相談需要にワンストップ
で応じられるよう、消費者庁・国民生活センター
と連携し、情報提供業務の一環として、各種専門
士業による「よろず相談」を実施している。平成
25年度は、消費者庁の地方行政活性化基金を利
用し、自治体との連携により業務を継続する予定
である。

　また、震災法律援助は、震災時に一定の被災地

に住んでいれば、県外に避難しても利用すること
ができる。原発事故に伴う放射能被害による、福
島県から県外への避難者は56,920人（平成25
年3月7日現在）に上り、47都道府県に及んだこ
とをうけ、法テラスでは、全国50か所の地方事務
所のいずれにおいても、担い手となる震災法律援
助契約弁護士を確保している。
　この体制を活用し、浪江町（福島県）とは、自
治体からは手の届きにくい西日本への避難者の支
援について協力関係を構築した。岩手県とは、情
報提供での連携を機に、被災者の生活再建のため
の総合的な相談支援について協働することとなっ
た。個々の被災者だけではなく、被災者を支える
自治体側にも、法的知識・能力を持つ人材が必要
とされている。法テラスでは、平成25年度から、
常勤弁護士を被災自治体に派遣するという新たな
取組みを始めた。平成25年10月末現在、宮城県
東松島市・気仙沼市、福島県相馬市・浪江町へ派
遣している。
　以上のように、平成24年度からの法テラス震
災特例法の施行を受け、法テラスでは、より一層
力を入れて被災者支援に取り組んでいる。本特集
では、法テラス震災特例法施行から１年の実績及
び法テラスの活動を振り返り、被災者の現状や法
的ニーズ、法テラスに期待される役割等について
検討の一助にしようとするものである。
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平成24年度

平成24年　　　　

　  4月 1 日

　   9月30日

11月16日～12月2日

平成25年　　　　

　2月26日

　3月17日

3月24日

3月25日

3月27日

法テラス震災特例法執行
「東日本大震災の被災者に対する援助のための

日本司法支援センターの業務の特例に関する法律」

（法テラス震災特例法）が施行。

法テラスはこの法律に基づき、施行日から3年間にわたり

「震災法律援助業務」を新たな業務として実施する。

法テラス二本松開所
福島県内初となる被災地出張所「法テラス二本松」がオープン。

「被災地の暮らしと法律に関する
意識調査」実施
東日本大震災の被災地において、被災した方々が抱える

法的支援のニーズを把握することを目的に実施。

常勤弁護士を被災自治体へ
任期付職員として派遣決定
被災自治体での人材確保を推進する総務省施策を活用し、

東松島市、日弁連、法務省との協議の上、常勤弁護士を

派遣することを決定。

法テラスふたば開所
福島県双葉郡広野町に沿岸部（浜通り）では初となる

被災地出張所を設置。

法テラス気仙開所
岩手県大船渡市に県内２番目、被災３県で7番目となる

被災地出張所を開所。

「東日本大震災の被災者等へ
法的支援に関するニーズ調査」結果報告
平成24年11月16日－12月2日に行った調査の結果

について記者報告。報告書は法テラスHP上に公表。

連携した被災者支援の推進に向け、
岩手県と協定書を締結
地方自治体が法テラスと協定書を締結し総合的な

被災者支援について協働する、全国初の取組み。

法テラスの被災地支援に関するおもな出来事

▲ 法テラスふたばの相談室。テレビ電話による相談ができる

▲ 法テラス気仙

▲ 法テラス二本松
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特集．谷垣禎一法務大臣に聞く　「法テラスに期待する」
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困っている方々の下へ
飛び込んでいく姿勢は
極めて大事
――　法テラスの被災地出張所
の活動にどのような印象を持たれ
ているでしょうか。

大臣 出席した法テラス気仙の開
所式や同日開催された無料法律相
談会には地元の市町村から多数の
方が来られていました。法テラス
への期待や需要が大きいことを改
めて実感しました。

――　出張所では、例えば仮設住
宅の集会所で行っているお茶会で世
間話をするところからコミュニケー
ションをスタートさせています。
大臣 以前、インドネシアの大臣
がバンダ・アチェであった大地震・
津波の復旧・復興について、イン
フラ整備をある程度進めることは
できたが、重要なのは大災害によ
るトラウマを抱えた人々の心のケ
アだと言っておられました。
　地元に関する相当の経験や知識
を持つ出張所の職員が仮設住宅
などに出かけて行って現地の方に
積極的にアプローチすることは、
インドネシアの大臣が言われてい
た心のケアといった効果もあると
思います。
――　出張所では、高齢者やお体
が不自由な方たちのために、弁護
士が巡回相談車で自宅や仮設住宅
まで伺って法律相談を受けるとい
う活動を行っています。
大臣 今回の大震災では、集落自
体が破壊され、高齢の方や障がい
をお持ちの方は身動きがとれない
ことも多いのでしょう。ですから、
弁護士だからといって事務所にい
るばかりでは、有効な活動にはな
らないのでしょう。
　また、自分では抱えている問題
が法律問題なのかどうかわからな
いといったことや、自分からは相
談機関へ行きにくいというような
気の重さなども、被災者の方々に

谷垣禎一法務大臣に聞く
「法テラスに期待する」
谷垣禎一法務大臣は、東日本大震災による被災地の復旧・復興にかかる司法の役割に重大な関心を寄せてこられ
ました。今般、法テラスの被災者支援活動に対する評価や期待などについて率直なご意見をいただきました。
（聞き手：法テラス事務局長相原佳子　平成25年7月30日）

谷垣禎一(たにがき・さだかず)
法務大臣。昭和20年東京生まれ。昭和57年に弁護士登録、昭和58年衆議院議員
初当選。科学技術庁長官、財務大臣、国土交通大臣等を歴任し平成24年12月よ
り現職。趣味は登山、サイクリング、ワイン。
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はあるのかもしれません。ですの
で、弁護士の側から困っている
方々に飛び込んでいく姿勢は極め
て大事なことだと思います。

専門性が生かされた取組み
「よろず相談」「自治体派遣」
――　出張所では、税理士、土地
家屋調査士等の隣接士業の方々
による、いわゆる「よろず相談」
も実施しています。
大臣 法律問題は、それだけで単
独で存在する訳ではありません。
現実には、法律面の問題の他に、
税の問題があったり、建物の問題
もあったりして、さまざまなこと
が絡み合っています。ですので、
ワンストップサービスという工夫
は非常に必要なことだと思いま
す。行政も縦割りのところがあり
ますが、困っている方が抱えてい
る問題は、そういった縦割りに
なっている訳ではありませんか
ら。
――　法テラスでは、常勤弁護士
を、東松島市をはじめとする被災
自治体に派遣する活動も行ってい
ます。
大臣 被災自治体は、復興に関連
していろんな法律問題が大量に発

生していると思います。このよう
な時期に弁護士と一緒になって対
処できるというのは、自治体側に
とっては非常にプラスになるだろ
うと思います。
　また、こういう大震災があった
時に、法律家が本来持っておられ
る問題解決能力を発揮していただ
ければ、弁護士、法律家としての
職域を開拓していくことにもつな
がっていくし、広い意味で言えば、
法の支配を行き渡らせることにも
つながります。

変化する法的ニーズの把握、
法律専門家の有用性の周知
徹底が必要
――　震災特例法に基づく業務
の実施状況につきどのようにお感
じですか。
大臣 特例法に基づく震災法律援
助は活発に利用されており、その
高い需要は依然として維持されて
います。制度の周知が進んだこと
と、最近になって問題を法律的に
解決する必要性が高まってきたと
いうこともあると思います。とこ
ろで、被災地では、必要とされる
法的なサービスやニーズが時間が
経つにつれ変わってきているので

はないかと思います。どこに新し
い問題があるのかということを常
に把握していく必要があると思い
ます。
――　法テラスの認知度につい
てどのようにお考えですか。
大臣 被災地では職員の方が活発
に動かれているので認知度は高く
なっていると聞いています。私は、
被災地に限らず、自分が抱えてい
る問題が法律問題なんだと意識で
きないでいる方はたくさんいると
思います。そういった方々に、法
律専門家の有用性をもっと周知徹
底する活動が必要だろうと思って
います。
――　今後の法テラスの被災者
支援についてお聞かせください。
大臣 震災特例法により法テラス
の使い勝手はよくなったと思って
います。だからといって被災地の
法的ニーズが施行期間の３年間で
片付いてしまうかというと、そう
はいかないと思っております。ま
だまだ法テラスへの期待も需要も
あるでしょうから、法テラスには、
今後もますますがんばっていただ
きたいと思っております。
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特集．アウトリーチの最前線で
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岩手県

宮城県

福島県

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

★

法テラス気仙
(27P)/チラシを手渡し、
会話が生まれる

法テラス大槌
(26P)/要望の多い
休日・夜間相談の日
を増やし対応

法テラスふたば(25P)/
室内には季節感を演出した装飾

法テラス東松島(23P)/町内掲示板に法律相
談の案内を掲示

法テラス二本松(24P)/
「人の集まる場所」づくりの
きっかけに

法テラス山元(22P)/移動相談車「法テ
ラス号」が、全被災地出張所に配置されている

★

★ 法テラス南三陸
(21P)/手作りの「ほうっと」
News。一人ひとりに手渡し
し、名前を憶えもらう

　法テラスでは、平成23年10月、宮城県本吉郡南
三陸町に南三陸出張所を開設し、その後平成25年3
月までに、合計7か所の被災地出張所を設置した。
被災地出張所では、当初から、所在地の弁護士会・
司法書士会の協力の下、無料法律相談の体制を整え
ていたが、震災特例法の施行によって、被災者であ
れば資力を問わず一律に法的支援を提供することが
できるようになり、法律相談等の利用しやすさは格
段に高まった。
　出張所はいずれも、沿岸部の津波被災地や、原発
事故の被害者が多く住む地域におかれ、車内で法律
相談のできる移動相談車両（法テラス号）を備えて

いる。消費者庁・国民生活センターとの共催事業と
して、各種専門士業による「よろず相談」も実施し、
被災者の複合的な悩みにワンストップ的に対応でき
るようにしている。各出張所には地元で採用された
専属の職員がおり、自治体や福祉団体等との日常的
な連携を図るとともに、仮設住宅を個別訪問するな
どして、被災者と司法の橋渡しをしている。
　本節では、被災者に最も近い法的支援の拠点とし
て、震災法律相談をはじめとする震災法律援助業務
を最前線の現場で実施している各出張所の活動を、
その実績とともに、職員や利用者の声も交えて紹介
する。

アウトリーチの最前線で
— 法テラスの被災地出張所における取組み —
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復興の第一歩は、法的解決から 
—法テラス南三陸

法テラス初の被災地出張所
　「『ここがあってよかった』と今
では多くの利用者から言っていた
だけるようになりました」と話す
のは菊田清一主幹。ここ南三陸出
張所は、法テラス初の被災地出張
所だ。宮城県北東部沿岸にあり津
波の被害の大きかった南三陸町で
は、震災以前は常駐の弁護士がい
ないいわゆる司法過疎地域。車で
１時間以上離れた気仙沼市や仙台
市までいかなければ直接相談でき
なかった。
　活動を始めた当初は、法テラス
は町民にほとんど知られていな
かった。名前を知ってもらうため
の広報活動も手探りで、職員３名
が管内の仮設住宅を一戸ずつ訪
問しチラシを配布した。「法律相
談」や「弁護士」に対して敷居の
高さを感じている人々に、雑談を
しながら心がほぐれ受け入れても
らうまで、何度も通ったという。
仮設住宅住民の見守りを担う町社
協被災者支援センターの支援員
の協力を得て、58か所の集会所
で行なわれるお茶会等の催しにも
重ねて足を運んだ。被災地におけ
るアウトリーチの拠点として培っ
てきた知識、経験は、後発の出張
所へも受け継がれている。今も仮
設住宅の定期訪問は欠かさない。

やっと芽が出てきた
　開所してから２年近く、地道に
広報活動の種を撒き、いまやっと
その芽が出てきた。チラシや自治
体広報誌を見た、知人・友人から
紹介されたという利用者やリピー
ターが増えてきている。隣接市か
らの利用者や町内の一般住民の利
用も多くなってきた。
　相談内容は、震災関連の相談は
時間の経過とともに減少傾向にあ
る。住まいや不動産の問題から、
いまは家族関係の相談が増えてき
ている。内閣府男女共同参画局と
の連携事業である「女性の悩みご
と相談」では、DV相談も増えて
きた。小野寺係員、遠藤係員によ
れば漁師町という土地柄のせい
か、DVという認識がなく悩んで
いた女性たちが、法テラスができ
て相談ができるようになったので
はないかということだ。
　今後の課題は、法的問題がある
ことに気がついていない人たちに
利用してもらえるようになるこ
と。菊田主幹はいう「一人でも多
くの人に法テラスに来ていただき
たい。復興への第一歩は、法的解
決から始まるのだから」

家族
23％行政

23％

災害復興
支援制度

2％

住まい・不動産
34％

その他
2％

生活上の取引
1％保険

0％

医療・年金・福祉
12％

事故・
損害賠償

0％

動産
0％

労働
3％

法テラス南三陸

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特-1

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-2

不動産事件
18.3％

損害賠償
5.5％

家事事件
その他
25.7％

多重債務事件
その他
10.0％

執行・競売
0.0％

ADR
1.2％

行政不服申立手続
0.0％

離婚等
16.9％

金銭事件
その他
10.0％その他

8.9％

自己破産
1.3％

保全
事件
0.0％

労働事件
2.2％

★

宮城県

合計 742件

合計 424件

●法テラス南三陸（平成23年10月2日開所）／宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田56（ベイサイドアリーナ横）

前から小野寺理恵係員、菊田清一主幹、遠藤陽子係員
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法テラスがあることが、安心につながる
—法テラス山元

移動相談車、法テラス号が
行く
　山元出張所は、法テラス第２番
目の被災地出張所として開所し
た。出張所のある山元町は、宮城
県沿岸部、震災による壊滅的な被
害を受けた地域のひとつだ。仙台
市から離れた地域にあり、法律相
談窓口を簡単に利用することは難
しい状況でもあった。
　開所以来、仮設住宅でのチラシ
のポスティング、自治体広報誌や
地元河北新報による巡回相談等の
情報掲載など、広報活動を精力的
に行ってきた。2市2町の災害FM
による相談呼びかけも、人々の間
で法テラスの名を浸透させてきた
ようだ。
　認知が高まるとともに、巡回相
談の要請が自治体から多く寄せら
れている。日中相談が可能な方々
の多くは高齢者が多く、なかなか
出張所に足を運べない。移動相談
車「法テラス号」が弁護士を乗せ、
各自治体から提供を受けた会場を
回り、相談会を行う。小泉仁主幹
はいう「私たちがみなさんの近く
まで行くことで、相談を諦めてい
た方に利用していただけるように
なりました」。特に山元町に近接
する県南地域での法律相談の受
け皿は少なく、法テラスの巡回相
談への需要が高まる。

特例法は3年、
しかし問題は終わらない
　法テラス・サポートダイヤル勤
務の経験を持つ鈴木係員、玉澤係
員。「どこに話していいかわから
なくて電話をかけてくる方もい
る。ていねいに話を聞き、相談に
入っていただく」という。相談者
から「来てよかった」「解決したよ」
と連絡をいただくこともある。相
談内容は、離婚相談が最も多い。
これまで相談自体ができなかった
ところ、法テラスができたことで
相談がしやすくなっているのかも
しれないという。
　「仮設住宅を回っていると、住
宅のお悩みをきく。仮設を出れば
生活資金が問題になってくる。み
なさんの生活をどこまで支えられ
るのか」という小泉主幹。仮設住
宅から出られない人たちもいる。
少なくとも次の生活に移れるまで
は、相談する場所があってほしい
という声は多い。なにが問題なの
かわからない人たちもいる。自治
体の復興計画が進むにつれ、問題
が顕在化してきた時、法的支援が
必要になってくるだろう。被災地
出張所へ期待が寄せられている。

災害復興
支援制度

2％

その他
1％

生活上の取引
3％

保険
0％

医療・年金・福祉
7％

事故・
損害賠償

1％

動産
0％

労働
2％

家族
26％

住まい・不動産
33％

行政
25％

法テラス山元

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特-3

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-4

不動産事件
14.6％

損害賠償
7.0％

家事事件
その他
22.6％

多重債務事件
その他
11.9％

執行・競売
0.4％

ADR
1.2％ 行政不服申立手続

0.4％

離婚等
15.3％

金銭事件
その他
14.1％

その他
6.8％

自己破産
1.8％

保全
事件
0.0％

労働事件
3.9％

★

宮城県

合計 1099件

合計 391件

●法テラス山元（平成23年12月1日開所）／宮城県亘理郡山元町浅生原字日向13-1

左から鈴木江利子係員、小泉仁主幹、玉澤健係員
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ワンストップサービスで、さまざまな法的問題等に応える
—法テラス東松島

各種専門家が連携し、
相談対応
　東松島出張所のある東松島市
は、仙台市から北東に約30キロ
の距離にある。東日本大震災によ
る浸水地域は市街地の65パーセ
ントにも及び、全国の被災市町村
中最大であった。復興をめざし自
治体の土地買上げ、集団移転事業
が進む中、被災地の方々の抱える
問題は、地域や時間の経過によっ
ても多様に変わっていく。
　こうした被災者の実情に合った
支援を可能にするために被災地出
張所では、相談者が１か所で各種
専門家にさまざまな相談ができる
ワンストップの相談サービスを
行っている。出張所によって異な
るが、よろず相談にあたるのは司
法書士、税理士、土地家屋調査士、
建築士、行政書士、社会保険労務
士、社会福祉士だ。個別の相談に
とどまらず、関連した問題に連携
して相談にあたる。たとえば、土
地買上げに絡む遺産分割問題で
は、遺産分割協議書作成や登記に
ついて司法書士に、相続税につい
て税理士に聞く。家屋リフォーム
で高額請求されたケースでは建築
士から建築行程等について専門的
アドバイスを、弁護士には損害賠
償請求について相談する、といっ
たことができるのだ。

効果的なワンストップサー
ビスの実現をバックアップ
　飛嶋章主幹によれば、被災者の
中には高齢であることやDV被害
等により、精神的なサポートが必
要と思われる方もいる。そうした
方が有意義な相談ができるよう、
本人の了承を得てまず社会福祉
士と相談、次に社会福祉士同席の
もと弁護士相談をするといったこ
ともある。相談者の状況に合わせ
てどの専門家に担当してもらうの
がよいのか、職員は受付や予約電
話の段階で判断することが必要
だ。「相談者の言葉に耳を傾け、
ていねいに聞き取る」と猪又係員
がいうように、職員全員が、弁護
士や専門家らの効果的なワンス
トップサービスの実現をバック
アップする。
　東松島では専門相談件数は月
平均70件に上り、法律相談件数
は100件を下ることはない。「法
テラスの認知度はあがっており、
公的団体であることも信用に結び
ついていることを実感する」とい
う菅原係員。被災地の人々の中で、
確実に法テラスの存在が浸透して
きているようだ。

災害復興
支援制度

0％

その他
1％

生活上の取引
1％

保険
1％

医療・年金・福祉
10％

事故・
損害賠償

1％

動産
0％

労働
6％

家族
24％

住まい・不動産
34％

行政
22％

法テラス東松島

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特-5

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-6

不動産事件
14.0％

損害賠償
9.1％

家事事件
その他
20.4％

労働事件
3.5％

保全
事件
0.0％

自己破産
1.7％

多重債務事件
その他
15.4％

執行・競売
0.0％

ADR
1.5％

行政不服申立手続
0.3％

その他
5.5％

離婚等
16.8％

金銭事件
その他
11.8％

★
宮城県

合計 1598件

合計 811件

●法テラス東松島(平成24年2月5日開所)／宮城県東松島市矢本字大溜1-1（市コミュニティセンター西側）

左から菅原夕紀係員、飛嶋章主幹、猪又絵美係員
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地域のニーズに幅広く応えていく
—法テラス二本松

避難者だけではなく、
地元に埋もれていたニーズが
掘り起こされる
　二本松市は、福島の中通りに位
置するが、浪江町の仮町役場が置
かれ浪江町の避難者が多いことか
ら、福島県初の被災地出張所が開
設された。実際の相談者は、もと
もとの二本松市民が約４割、浪江
町避難者約１割で、近隣市町村か
らの来所者も多い。二本松出張所
では平日は毎日弁護士の法律相談
を実施している。福島市や郡山市
の公的な法律相談場所では毎日は
実施していないため、急ぎの方は
二本松出張所に来所されることも
あるそうだ。「これまでは福島か
郡山の相談所に行くしかなかっ
た。ここでは待たずに法律相談が
できる。近くにできてありがたい」
「以前、東京の法律事務所が開催
した法律相談会に行ったが、土地
境界のことなので土地勘のある地
元の弁護士に依頼したかった。こ
こは地元の弁護士や土地家屋調査
士もいるので、一度に相談ができ
て助かった」という利用者の声も
聞かれる。原発事故に関連する相
談はもちろん多いが、それだけで
はなく、地元の法的ニーズに広く
応えているといえる。

人が集まる場所に行く、
人の集まる場所になる
　「二本松で人が一番集まる場所
はどこ？」大内係員、菅野係員は
生活者目線で知恵を絞り、２週間
に１度、大型スーパーマーケット
の前でチラシを配っている。当日
や翌日は電話が増えるそうだ。
サッカー台（購入商品を袋詰めに
する台）にも、名刺大の法テラス
二本松カードを置いてもらってい
る。チラシ配りをすると、いろい
ろな方と直接話しができるのもメ
リット。「本当に無料なの？」「小
さな悩みなんだけどいいかし
ら？」「ほかの人に漏れないかなぁ
…」あと一歩が踏み出せない方に
は、そっと後押しをすることもで
きる。もちろん元二本松市職員
だった佐藤俊英主幹を中心に、自
治体など関係機関も地道に回って
いる。
　法テラスが「人の集まる場所に
なる」工夫もしている。幼稚園に
お願いし、子どもたちに塗り絵を
してもらい、事務所入り口にギャ
ラリーのように展示する試みだ。
子どもの絵を見るために、親が来
てくれる。他にも、既存の建物を
利用し被災地出張所の中で唯一会
議室スペースを持つ二本松出張
所は、この利点を生かし、市民向
けセミナー「相続登記あれこれ」
を開催した。セミナー後の個別相
談会は好評を博し、継続的なセミ
ナー開催も検討している。

福島県

法テラス二本松

（平成24年9月30日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特-7

（平成24年10月1日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-8

生活上の取引
2％

動産
0％

災害復興
支援制度

1％

その他
7％

保険
3％医療・年金・福祉

7％

事故・損害賠償
1％

労働
18％

住まい・不動産
26％

行政
17％

不動産事件
8.8％

損害賠償
19.8％

家事事件その他
22.0％

労働
事件
7.3％

保全
事件
0.2％

自己破産
1.6％

多重債務事件
その他
11.7％

執行・競売
0.2％

ADR
0.0％

行政不服申立手続
0.0％

その他
3.1％

離婚等
15.3％

金銭事件
その他
10.0％

★

合計 510件

合計 111件

家族
18％

●法テラス二本松（平成24年9月30日開所）／福島県二本松市本町１丁目60番地２（旧安達地方広域行政組合自治センター）
左から菅野美幸係員、佐藤俊英主幹、大内知恵係員
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制度を生かし、支援に結びつけるために
—法テラスふたば

原発問題等、
法的サポートの拠点
　福島県内の原発問題をはじめと
する法的サポートの拠点として
オープンしたふたば出張所。沿岸
部のいわゆる浜通りにあり、広野町、
川内村など双葉郡の地域や楢葉町
など双葉郡からいわき市内に避難
している方々に利用されている。
　開所以来寄せられる相談は、原
発関連の相談が最も多い。ただし
代理援助へ結びつくケースはまだ
少ない。法テラス震災特例法では、
ADRや賠償請求の書類作成も援
助の対象だ。制度を生かしどのよ
うに支援につなげていくかが課題
という。
　「東電への損害賠償請求期間の
周知にも力をいれている」と話す
塚越義英主幹。福島第一原発事故
で避難を指示された約16万人の
内、1万人が東京電力に損害賠償
を請求していないといわれる。損
害賠償請求権の時効は3年。特別
な立法措置が取られない限り早い
人だと平成26年9月には時効成
立だ。原賠ADR時効中断特例法
によれば、原子力損害賠償紛争解
決センターに申し立てれば時効は
中断するが、していなければ救済
はされない。知らない人も多く、
仮設住宅に住んでいない人、自主
避難している人たちへの情報提供
に力を入れる。

法テラスに来てください !
　ふたば出張所では、社会福祉協
議会、民生委員・児童委員協議会、
自治体等に出張所見学を呼びかけ、
いくつかの関係先が訪れ始めてい
る。狙いは、実際に出張所を見て
もらい理解を深めてもらうこと。
相手機関との連携強化にもつなが
る。法的支援を必要としている人
たちにとっても、こうした公的機
関から法テラスを紹介されれば、
安心して出張所に行けるだろう。
　相談者を受け入れる出張所でも
さまざまな配慮がなされている。
室内には季節感を演出した装飾や
生花を配し、訪れた相談者の緊張
をほぐす。周囲の人を気にせず話
せるよう童謡のBGMも流してい
る。新妻係員は、「親しみやすく
相談しやすい雰囲気を作りたい」
と話す。受付では、相談者に合わ
せてかみ砕いた説明や、話しやす
くなる工夫をするという相原係
員。「法律相談はやってもしかた
ないという方たちも多くいます」
と塚越主幹。進展のみえない原発
損害賠償、元の生活には戻れない
という諦めが法的救済への期待を
失わせているという。こうした人
たちに、法テラスを利用し、生活
の立て直しに役立ててもらうた
め、ふたば出張所では試行錯誤が
重ねられている。

福島県

法テラスふたば

（平成25年3月17日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特-9

（平成25年3月17日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-10

家族　　　　　　　1件

住まい・不動産　　1件

生活上の取引　　　1件

不動産事件
20.0％ 損害賠償

46.7％

家事事件その他
6.7％

労働事件
0.0％

保全事件
0.0％

自己破産
0.0％

多重債務事件その他
0.0％ 執行・競売

0.0％
ADR
0.0％ 行政不服

申立手続
0.0％

その他
0.0％

離婚等
0.0％

金銭事件その他
26.6％

★

合計 15件

合計 3件

●法テラスふたば（平成25年3月17日開所）／福島県双葉郡広野町広洋台1-1-89
左から相原信夫係員、塚越義英主幹、新妻由佳子係員
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特集．アウトリーチの最前線で
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被災現場の最前線で
—法テラス大槌

目の前には津波の爪痕がま
だ生々しく
　大槌出張所は、津波に襲われ火
災も発生した旧大槌小学校（現在
は改装して大槌町役場として使
用）の敷地の隅に建てられている。
目の前にはいまだに津波の爪痕が
残る野原のような景色が広がり、
吹く風には潮の香りが混じる、ま
さに津波被害現場そのものに立地
する事務所だ。
　斉藤文夫主幹は町職員ＯＢとし
て避難所で被災者のお世話をして
いたが、つらいことがあっても直
接には要望を伝えられない人や、
戸籍等を自分でとるのも大変だろ
うなという人をたくさん見てき
た。行政や司法と被災者の間のつ
なぎ役ができたらと、法テラスに
勤めることにしたという。大槌で
は開所以来、相続の相談が多く、
人的被害が多かったという被災の
深刻さを示している。震災後２年
経って、土地買い上げに関する相
談も増えてきた。夜間・休日相談
も行っており、好評なので相談日
を増やした。相談者の要望に応じ
法テラス号を使って事務所への送
迎をすることもあり、交通手段を
持たない方から喜ばれている。

職員も被災者である一市民。
だからわかる、伝えられる
　阿部係員、前川係員は、自身ら
が仮設住宅に暮らす被災者であ
る。これまで法律関係の仕事に就
いたことはない。法テラスで勤務
するにあたり、最初は「なにか場
違いな所に来ちゃったかも？」と
感じていたそうだ。しかし、２人
とも「だからこそ、相談者の気持
ちがわかる」という。「相続」と言っ
ただけでは自分には関係ないと
思っている人も、「流された家や
土地は誰の名義になってるの？亡
くなった人の名前のままだと買い
上げてもらえないよ」と、かみ砕
いて説明すると、問題に気づくそ
うだ。相談者の心情に沿った対応
を心がけている。
　大槌出張所では地域の社会福
祉協議会や福祉課が主催する「お
茶っこの会」「楽々体操の会」な
どにも頻繁に参加している。その
際に相談担当の弁護士が同行する
こともある。もっとも盛り上がっ
たのは、弁護士が参加者に弁護士
バッジを間近に見せた時。「本物
初めて見た」「弁護士さんって結
構気さくなんだね」と、会話も弾
んだそうだ。斉藤主幹は「もとも
と法律事務所のない地域で、弁護
士を見るのも初めてという人がほ
とんど。まずは親しみを持っても
らうことが大切」という。最近で
は、再利用や口コミでの利用も増
えてきた。被災現場の最前線で、
大槌出張所は着実に地域に溶け込
み、復興を支えようとがんばって
いる。

法テラス大槌

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特-11

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-12

生活上の取引
3％

動産
0％

災害復興
支援制度

1％ その他
0％

保険
1％

医療・
年金・
福祉
3％

事故・損害賠償
0％ 労働

1％

家族
35％

住まい・不動産
40％

行政
16％

不動産事件
15.6％

損害賠償
6.5％

家事事件その他
25.9％

労働事件
2.2％

保全
事件
0.0％

自己
破産
0.9％ 多重債務事件

その他
16.0％

執行・競売
0.2％

ADR
3.4％

行政不服申立手続
0.8％

その他
9.5％

離婚等
8.2％

金銭事件
その他
10.8％

岩手県 ★

合計 537件

合計 498件

●法テラス大槌（平成24年３月10日開所）／岩手県上閉伊郡大槌町上町1-3

左から阿部美紀子係員、斉藤文夫主幹、前川育子係員
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「ありがたい」の声。資力を問わず、相談無料
 —法テラス気仙

足を運び、
法的ニーズをすくう
　平成25年3月24日、 震災後全
線不通となっていた三陸鉄道南リ
アス線の盛－吉浜間が運行再開す
るという頃、盛駅から徒歩10分
ほどの場所に、気仙出張所はオー
プンした。同月27日法テラスと
岩手県は、東日本大震災被災者の
生活再建のための総合的な相談
支援について協定を結んだ。これ
に基づき、法テラス気仙で行われ
ているよろず相談には、県から各
種専門家を派遣されている。法テ
ラス気仙の移動相談車は近隣の市
町村で行う県と共催の相談会等で
も活躍している。
　開所から日の浅い気仙出張所で
は、法テラスを知ってもらう取組
みに注力してきた。鈴木淳二主幹
をはじめ職員3名が大船渡の仮設
住宅1800戸、陸前高田と住田の
2000戸を、チラシを手渡し説明
して歩く。仮設回りの中で、人々
と会話が生まれ「姉が今朝亡く
なった」「相続の相談をしたい」
といった困りごとに耳を傾け、法
テラスの相談へと導く。情報が届
きにくい一人暮らしの高齢者も多
い。職員が近くまで足を運ぶこと
の大切さを痛感するという。
　自治体と連携した広報は、最前線
で活動する出張所の援護射撃と
なっている。俳優・西田敏行氏起用
のTVCMの相乗効果もあり、相談
件数は大きく伸びた。毎週行ってい
る巡回出張相談のニーズも高い。

特例法をきっかけに、
地域の底上げ
　被災者の中には、生活が苦しく
相談後の法的手続に進むことがで
きない人も多い。資力要件を問わ
ずに無料相談を受けられる、立替
金の償還が猶予されることは、そ
うした方々の法律相談への心の
ハードルを下げてくれているとい
う岩渕係員。利用者から「無料相
談でよかった、ありがたい」とい
う声をいただくことも。
　震災後、被災地で役に立ちたい
と思い法テラス職員の道を選んだ
近江係員は、「法テラスをもっと
早く知っていればよかった」と
おっしゃる相談者は多いという。
　東日本大震災以前この地域で
は、困りごとは地域や家族の力で
乗り越えるものだと考えられ、司
法の力に頼ることをあまりしな
かったという。鈴木主幹はいう、

「特例法が施行されたことをきっ
かけに、今まで法律相談をしたこ
とがない人にも来てもらえるよう
にしたい。まずはなんでも相談し
てみる、法律相談に慣れる、法律
を自分のために使うという意識に
変わっていってほしい」

法テラス気仙

（平成25年3月24日～平成25年3月31日）
震災法律相談件数及び内訳

資料 特13

（平成25年3月24日～平成25年3月31日）
よろず相談件数及び内訳

資料 特-14

不動産事件
23.1％

損害賠償
0.0％

家事事件その他
26.9％

労働事件
7.7％

保全事件
0.0％

自己
破産
0.0％

多重債務事件
その他
11.5％

執行・
競売
0.0％

ADR
0.0％

行政不服申立手続
3.9％

その他
11.5％

離婚等
7.7％

金銭事件その他
7.7％

岩手県
★

合計 26件

家族　　　　　　　4件

住まい・不動産　　1件

合計 5件

●法テラス気仙（平成25年3月24日開所）／岩手県大船渡市盛町字宇津野沢9-5

左から岩渕行夫係員、鈴木淳二主幹、近江祐香係員

0特集_震災.indd   27 13/12/09   17:20



１ 

情
報
提
供
業
務

３ 

国
選
弁
護
等
関
連
業
務

司
法
過
疎
対
策
業
務
を
含
む

　常
勤
弁
護
士
に
関
す
る
業
務

４

５ 

犯
罪
被
害
者
支
援
業
務

６ 

受
託
業
務

特集．座談会 被災地法的支援の現状とこれから
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座談会
被災地法的支援の現状とこれから
～法テラスの役割とは

震災特例法の意義と
その結果
原 まずは、平成24年４月から
施行された法テラス震災特例法
について、お尋ねします。被災
地では、民事法律扶助と震災援
助を合わせた平成24年度の法
律相談援助件数が、平成23年
度（民事法律扶助のみ）と比べ
て非常に伸びています。宮城で
179％、福島で304％、岩手
では23４％です。やはり、法
テラス震災特例法の効果は大き
いとみてよいのでしょうか。
石川 岩手はもともと扶助の資
力要件を充たす人が多いのです
が、要件を聞くのと聞かないの
では大きく違います。特に行政

からの紹介で、『無条件で無料』
はとても大きい。
我妻 資力要件がなくなったか
ら対象者が増えたという感覚は
ないですね。一つの制度として
「震災相談が気楽にできる」と
いうことが浸透したのではない
でしょうか。
佐々木 福島県弁護士会は震災
直後から、会の負担で無料法律
相談をしていましたが、特例法
ができてより使い易くなったと
思います。
石川 岩手弁護士会の法律相談
センターは震災相談場所として
指定を受けていますが、特例法
ができ無料化が進んでからは、
常に相談枠が埋まるような状態
になっています。
佐川 震災特例法の意義は、そ
の出来方にもあります。被災者
に資力要件を聞くなんてナンセ
ンスという現場の声が立法府に
つながり、法律が成立したこと
は素晴らしいと思います。
原 相談は飛躍的に伸びているの
ですが、代理援助はそこまで伸び
ていません。なぜでしょうか。
佐々木 福島は代理援助も前年
比144％と割と伸びているので
すが、これは原発ＡＤＲへの申
立への援助がほとんどで、その
他の事件は横ばいです。
我妻 弁護士等への依頼に踏み切
るには、相談と違うハードルが
あるということでしょう。
佐川 私は、阪神淡路大震災の時

も、扶助協会で被災者援助に関
わっていました。阪神淡路では
代理援助が増えたのですが、事
件としては借地借家が多かった
です。都市部の直下型地震と今
回の三陸沿岸部では、被害状況
も法的環境も違うのでしょうね。
原 特例法は震災から約１年後に
施行されたのですが、時期が遅
いということはありませんか。
石川 相談に関してはもっと早
く実現していれば、と思います
が、代理については遅いとは思
いません。代理が増えないのは、
岩手でいえば宮沢賢治の詩に象
徴されるような、争いごとは避
けたいという県民性と、償還制
であることがネックになってい
るのではないでしょうか。
佐々木 今年に入って不動産の補
償通知が来たので、福島ではあ
る程度増えるかもしれません。
原 被災者の法的ニーズは、時
間の経過とともに変容はするけ
れど、減っていないのではない
かと思います。
我妻 時期による法的ニーズの変
化はあるでしょうね。集団移転
の不動産の問題もこれからです。
償還については、やはり給付制
が理想ですが、せめて、被災者
の実情に応じて免除の範囲を広
げることも検討すべきです。
原 初動をスムーズにという点
からは、震災特例法が、大規模
災害が起きたらすぐに発動でき
るような形の法律であったなら

出席者
我妻　　崇（宮城地方事務所所長）
佐々木廣充（福島地方事務所所長）
石川　　哲（岩手地方事務所所長）
佐川　孝志（本部特別参与）

司会
原　　若葉（本部第一事業部長）
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ば、ということも考えられますが、
どうでしょうか。
佐々木 発動基準や適用範囲が厳
格であれば、そのような形でもよ
いと思います。
我妻 今回の特例法は、宮城に関
して言えば対象範囲が広すぎでは
ないかという印象を、個人的には
持っていますし、弁護士会からも
そのような批判があります。
佐々木 放射能という被害の性質
からして、福島は県下全域で妥当
だと思います。逆に、原発事故の
被害については、例えば千葉の漁
民の方なども風評被害で苦しんで
いるのに対象とならないなど、特
例法でカバーできていない面もあ
ります。範囲が適切であったかは、
後日の検証ということになるで
しょう。

被災地出張所
佐々木 福島は被災地出張所の設
置が一番遅れたのですが、どこに
作るかについて、現場と法テラス
本部の意見がかみ合わなかったの
が原因でしょう。本部は、当初、
相馬か南相馬といわき市を候補に
していたそうですが、そこはもと
もとある程度の数の弁護士がいる
エリアでした。
原 福島については、被害の大きい
方ほど元の所にいないという特殊
性があり、立地の選択は難しかっ
たですね。浜通りに目が行きがち
でしたが、避難先と弁護士の分布
をみて、福島第１号としては中通

りの二本松を候補にしました。
我妻 宮城の出張所が出来たのは
平成23年秋以降ですが、法テラ
スと仙台弁護士会に共通の使命
感のようなものがあり、その年の
６月頃には出張所設置の合意自体
はできていました。
石川 岩手の場合は、山田町には
弁護士会が法律相談センターを
作りましたが、大槌町には設置で
きる場所が全くなかったのです。
そのうち、法テラスが南三陸町か
ら敷地提供を受けて出張所を建て
たという話を聞き、大槌町が、大
槌もこの方法でと、法テラスと話
を進めることになりました。
佐川 被災地に法的支援の拠点が
必要だということは、震災直後か
ら考えていました。宮城の3か所
の場所は仙台弁護士会と相談して
決めました。岩手は大槌、次は陸
前高田と考えていたのですが、日
弁連が大船渡に設置予定だったひ
まわり基金法律事務所を陸前高田
に作ったので、法テラスは大船渡
で調整しました。
我妻 第１号でパイオニア的な事

務所となった南三陸では、菊田清
一主幹を始めとする職員の献身的
な活動で、法テラスを知らない人
はいないんじゃないかと思うくら
い、地域に根付いています。
佐々木 地元で職員を採用したの
も、よかったですね。行政出身者
の登用も効果的だと思います。
我妻 仮設住宅を一軒一軒まわっ
たり、自治体と日常的な連携を
とったりするといった出張所の活
動の仕方は、これまで弁護士が気
づかなかったアウトリーチの大切
さを気づかせてくれました。その
一方で、『法テラスはやりすぎる』
と弁護士会から言われることもあ
ります。
佐々木 二本松は人の集まれる会
議室があるので、7月には司法書
士による相続登記のセミナーを開
き好評でしたよ。秋には２回目を
企画したいと思っています。
原 大槌は、弁護士の派遣が毎日
ではありませんが、休日・夜間の
相談を行っていますね。
石川 休日・夜間相談は好評で、
最近枠を増やしました。岩手は１
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出張所に対して12人の弁護士を
交代で派遣するというクルー制
をとっています。決まった弁護
士が行くことで、その土地特有
の事情や復興計画の進展などに
対応することができます。
原 被災地出張所は、法律相談だ
けではなく、各専門士業による
「よろず相談」や移動相談車の
「法テラス号」といった特徴もあ
りますが、そのあたりはいかが
でしょう。
石川 よろず相談は意義のあるこ
とと思いますが、件数はあまり
ありません。法テラス号は、法
テラスのステッカーを付けた車
が走っていること自体による広
報効果も大きいでしょう。リア
ス式海岸の小さな半島の先まで
走っていきますからね。
佐々木 よろず相談も、その宣伝
ができること自体に意味はある
と思います。ふたば出張所では、
二本松出張所と連携してテレビ
電話相談もできるようになって
います。これも利用件数は少な
いですが、宣伝効果は高いです。

原発事故による被害への
対応
原 東日本大震災では、原発事故
という経験したことのない問題
が発生しました。原発事故被害
への対応について、福島の現地
の状況などお話いただけますか。
佐々木 福島では、地震・津波に
よる被害は天災としても、原発

事故による被害は東京電力と国
による人災であると考えていま
す。被害の範囲が広く、今後ど
うなっていくかもわからないま
ま、今なお約15万人の避難者が
います。福島県弁護士会では、
弁護士会の制度として救済セン
ターを作り、弁護団の紹介もし
ています。被害者という一方の
立場で弁護士会がここまでする
のは珍しいのですが、県民全体
が被害者という事態を重くみて
のことです。
佐川 法テラスは、浪江町避難者
が多い二本松市と、双葉郡の広
野町に出張所を作りました。広
野町は帰還が始まったところで
まだそれほど人はいないのです
が、コストパフォーマンスという
より、原発の間近に支援拠点を
置くという精神を重視しました。
原 法テラスふたばの設置を海外
で報告すると、よく原発から22
㎞のところに作ったと感心され
ます。
我妻 宮城にも避難者は多いです
し、海産物等の風評被害も深刻
なのですが、ＰＲ不足のせいか、
原発関連の事件数は少ない。埋
もれている被害を顕在化させる
のも、法テラスの役目かもしれ
ません。
佐々木 東電への未請求者が約
１万人いると言われています。
時効の問題が特に深刻です。原
発事故については時効の適用外
であるという立法を勝ち取りた

■我妻　崇／宮城地方事務所所長
平成24年4月に所長に就任。法テラス前身
の法律扶助協会からかかわってきた。

■佐々木　廣充／福島地方事務所所長
平成24年4月に所長就任。以前より民事法
律扶助審査委員、福島県弁護士会会長を務め
てきた。

■石川　哲／岩手地方事務所所長
法テラス設立以来7年間副所長を務め、平成
25年4月から現職。
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いと考えています。
佐川 法テラスから未請求者への
働きかけをしたいと思い、東電
に未請求者のリストをいただけ
ないかと言ったら、個人情報な
のでと断られたことがあります。
佐々木 個人情報の壁はあります
ね。未請求者問題については、
弁護士会が自治体と何らかの協
働ができないかと働きかけてい
ます。原発事故の被害は、前例
がなく、今後長期間不確定なマ
イナス要因を背負っていくので
すから、被害分の補填・補償だ
けではなく、それに上乗せした
積極的な復興策が必要です。

今後の法テラスの役割など
原 最後に、復興と法的支援につ
いて、現状の問題点とこれから
の課題、法テラスの役割などに
ついてお話しいただけますか。
石川 被災地ニーズ調査の結果や
現場での相談活動などを通じ
て、法的問題を抱えているのに
気付いていない人が多いという
ことを、改めて認識しました。
例えば、身近な問題を紙芝居仕
立てにしてやさしい言葉で説明
した後に個別の相談会を開くと、
これまで無関心だった人も相談
したいと言ってくるのです。弁
護士はこれまで、かみ砕いて説
明をしたり、自ら歩み寄ったり
ということが少なかったのかも
しれません。スタッフ弁護士を
そのような活動に活用できない

かと思っています。
我妻 被災者の法的なニーズはま
だまだなくならない、と考えて
います。仮設住宅は倉庫に住ん
でいるような感じでストレスが
たまりますし、将来の見通しが
立たない中さまざまなものが鬱
積し、ＤＶや虐待につながるケー
スもあります。二重ローンガイ
ドラインの利用に際しても、専
門家の役割は大きいです。
佐々木 福島では問題はさらに複
雑です。賠償の問題では、法テ
ラスの役割は大きいと考えられ
ます。しかし、原発関連産業に
就いている人も結構いましたし、
故郷への帰還についていえば、
世代間や性別での意識差は大き
い。若い世代はもう新天地で新
しい生活を築き始めているとい
う状況もあり、崩壊した地域社
会を再生するのは容易なことで
はありません。一層の積極的な
支援が必要です。
佐川 法テラスは、平成25年度
から被災自治体へのスタッフ弁
護士の派遣を始めました。この
活動も発展させていきたいと考
えています。
我妻 法テラスの活動が大きくな
るにつれ、弁護士会との関係も
複雑になってきています。
佐々木 弁護士会のすべきこと、
法テラスのすべきことの役割分
担及び協力が必要でしょう。
原 震災援助にしても、民事扶助
にしても、国選弁護にしても、

その担い手は弁護士であること
がとても多い。法テラスの業務
が増えるということは、弁護士
など法律専門家の業務が増える
ということです。お互いのがん
ばりが被災者や利用者のために
役立つのだという、共通の使命
感や目的意識をもって今後も協
力をしていければと思っていま
す。本日はありがとうございま
した。
（平成25年7月29日宮城地方事務所にて）

■佐川　孝志／本部特別参与
平成23年1月から平成25年3月まで本部事
務局長を務め、以降現職。

■原　若葉／本部第一事業部長
平成24年4月から第一事業部長。それまでは
発展途上国の法整備支援等に携わってきた。
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東日本大震災の被災者等への
法的支援に関するニーズ調査

１　被災者の法的ニーズ調査の概要
　法テラスでは、平成24年11月から12月にかけて、被災者の法的ニーズの実態を明らかにするために、「東
日本大震災の被災者の法的支援に関するニーズ調査」（以下、本調査という）を実施した。これは、東日本
大震災の被災者の法的ニーズを総合的・系統的に明らかにする調査としては、初めての試みである。平成
25年度中には、アンケート形式で行った本調査に続きインタビュー調査を行い、報告書としてまとめる予
定である。
　本調査では地域の特性ごとに違いがあるかどうかを検証できるよう、以下の観点から５つの対象地域を選
定し、仮設住宅入居者を対象に、訪問留置回収法で調査を行った（有効回答数1,598）。
【宮城県】
①法律事務所が多数存在する都市部の地域（仙台市）
②法律事務所のない沿岸部において法テラス出張所が設置されている地域（南三陸町）
③法律事務所のない沿岸部において法テラス出張所が設置されていない地域（女川町）
【福島県】
①東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い警戒区域に指定されている（調査当時）地域（浪江町　※浪
江町住民が避難する二本松市で調査を実施）
②同警戒区域に指定されていない地域（相馬市）
　なお、本調査では、一般の法律問題（全対象地域）と原発事故に関連する法律問題（二本松市、浪江町の
み）に分けて質問をしている。

２　一般の法律問題
(1)被災者の法的ニーズ
　東日本大震災発生当時からこれまでに何らかの法律問題を経験したと回答したのは、約４割にあたる
39.5%である。単純に比較することはできないが、法テラスが平成20年に実施した「法律扶助へのニーズ
調査及び利用状況に関する調査」の結果と比べると、平成20年調査の結果では、過去５年間に何らかの法
律問題を経験した回答者の比率は25.2％となっており（同報告書21頁）、本調査はそれより約10％以上高
い数字を示している。

震災発生当時からこれまでに経験した問題（対象地域別）資料 特-15

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=1598）

（ｎ=345）

（ｎ=346）

（ｎ=342）

（ｎ=220）

（ｎ=345）

生活取引 債務 近隣 損害賠償 家族 労働 学校 保険 行政 災害復興
制度 その他 無回答わからない問題経験

なし

（％）

住まい・
不動産

3.1

4.6

0.6

3.2

5.5

2.6

12.8

18.0

5.8

12.9

14.5

13.3

9.7

14.2

7.5

12.6

5.9

7.0

5.4

6.1

0.6

5.8

12.7

4.6

3.5

3.8

0.9

2.9

8.2

3.5

6.8

5.2

5.2

10.8

10.0

4.1

9.2

8.1

3.8

7.9

22.7

8.4

1.9

0.9

0.6

0.3

10.0

0.9

7.5

7.2

1.4

10.5

14.1

6.7

8.3

10.4

2.3

9.6

12.7

8.1

15.5

22.3

4.3

17.5

14.5

18.6

2.8

4.3

1.7

2.9

3.2

2.0

52.5

43.5

75.7

49.1

24.1

59.7

6.6

10.4

1.2

6.7

9.5

6.1

1.4

0.6

-

0.6

8.2

-
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(2)「最も重要な問題」の地域特性
　震災後に経験した問題のうち「最も重大な問題」結果は、以下のとおりである。仙台市及び相馬市では災
害復興制度（自治体による土地の買い上げなど）が、女川町や南三陸町では、「相続・遺言」が、二本松市（浪
江町）では「解雇・雇い止め」、「子どものいじめ等」が多いなど、被災や復興の状況を反映して地域差が生
じている。

(3)法律専門家への相談と相談しない理由
　法律専門家への相談状況は特-17のとおりである。避難所や仮設住宅に来た弁護士・司法書士に相談した
との割合が高いことが分かる。
　「最も重大な問題」を解決するために法律専門家へ相談をしたのは27％となっており、女川町、南三陸町
で相談している割合が高い。

震災発生当時からこれまでに経験した最も重大な問題:11項目（対象地域別）資料 特-16

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=632）

（ｎ=157）

（ｎ=80）

（ｎ=149）

（ｎ=128）

（ｎ=118）

生活取引

1.7

1.9

1.3

1.6

3.4

19.9

26.1 14.6 1.91.9 3.8

3.8

7.0
0.6
1.9 5.1

20.0 27.5

12.1 4.7 3.4 16.1 8.1
0.7
3.4 4.0 18.1 6.0 5.4

7.510.05.01.37.517.5

3.9 3.9 3.9 7.0 20.3

16.8

17.2

18.6 11.0 6.8 3.4 4.2
1.7
3.4 28.8 5.9 2.5

13.34.77.84.75.56.3

10.2

12.8 3.6 3.2 9.2 10.6 2.12.4 4.4 19.0

26.1

6.2

7.0

4.9

1.9

債務 近隣 損害賠償 家族 労働 学校 保険 行政 災害復興制度 その他 無回答

（％）

住まい・不動産

資料 特-17 弁護士・司法書士への相談状況（対象地域別）

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=601）

（ｎ=154）

（ｎ=80）

（ｎ=141）

（ｎ=111）

（ｎ=115）

（％）

弁
護
士
や
司
法
書
士
の
事
務
所
に

電
話
で
相
談
し
た

弁
護
士
や
司
法
書
士
の
事
務
所
に

直
接
出
向
い
て
相
談
し
た

弁
護
士
会
や
司
法
書
士
会
に

電
話
で
相
談
し
た

弁
護
士
会
や
司
法
書
士
会

に
直
接
出
向
い
て
相
談
し
た

法
テ
ラ
ス
に
電
話
で
相
談
し
た

法
テ
ラ
ス
の
事
務
所
や
出
張
所
に

直
接
出
向
い
て
相
談
し
た

避
難
所
や
仮
設
住
宅
に
来
た
弁
護
士
・

司
法
書
士
に
相
談
し
た

そ
の
他
の
場
所
・
方
法
で
弁
護
士
・

司
法
書
士
に
相
談
し
た

弁
護
士
・
司
法
書
士
に
相
談
し
た
（
計
）

弁
護
士
・
司
法
書
士
に
は

相
談
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

2.7

3.2

6.3

1.4

2.7

0.9

0.5

1.3

-

-

-

0.9

8.0

7.1

10.0

14.2

3.6

4.3

3.8

7.1

-

5.0

2.7

1.7

2.0

0.6

7.5

3.5

-

-

7.5

3.2

16.3

0.7

14.4

8.7

6.7

1.3

12.5

17.7

1.8

0.9

5.2

8.4

8.8

1.4

1.8

6.1

27.0

21.4

48.8

31.9

21.6

18.3

8.3

9.1

3.8

9.2

5.4

12.2

61.1

69.5

47.5

51.1

64.0

68.7

3.7

-

-

7.8

9.0

0.9
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　相談しない理由としては、全体としては、「相談をしても無駄だと思うから」「時間や手間がかかりそうだ
から」が多いが、仙台市においては「費用がかかりそうだから」が高く、女川町においては「自分で解決し
たいから」が多いなど地域差がみられる。

(4)法律専門家への相談と問題の解決状況
　法律専門家への相談と解決状況についてみると、法律専門家に相談している場合に、「すでに解決した」「解
決の方向に向かっている」の回答を合計すると51.8％となるのに対し、相談していない場合には同合計が
32.7％と、相談した場合に解決ないし解決方向に向かっているケースが多い。

資料 特-18 弁護士・司法書士に相談しない理由（対象地域別）

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=367）

（ｎ=107）

（ｎ=38）

（ｎ=72）

（ｎ=71）

（ｎ=79）

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

0 100

（％）

相
談
し
て
も
無
駄
だ
と

思
う
か
ら

時
間
や
手
間
が
か
か
り

そ
う
だ
か
ら

費
用
が
か
か
り
そ
う
だ
か
ら

弁
護
士
や
司
法
書
士
に
相
談

す
る
ほ
ど
の
問
題
で
は
な
い
か
ら

弁
護
士
・
司
法
書
士
の

知
り
合
い
が
い
な
い
か
ら

分
野
が
違
う
と
思
う
か
ら

自
分
で
解
決
し
た
い
か
ら

敷
居
が
高
い
か
ら

事
務
所
が
近
く
に
な
い
か
ら

他
人
に
知
ら
れ
た
く
な
い
か
ら

他
の
専
門
家
に
相
談
す
る
か
ら

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

28.1

33.6

15.8

15.3

25.4

40.5

26.2

39.3

15.8

12.5

25.4

26.6

26.2

31.8

15.8

13.9

33.8

27.8

15.8

10.3

7.9

20.8

23.9

15.2

12.3

11.2

2.6

11.1

15.5

16.5

7.9

10.3

-

5.6

9.9

8.9

10.9

12.1

18.4

8.3

11.3

7.6

6.0

8.4

2.6

5.6

5.6

5.1

12.0

4.7

10.5

11.1

18.3

17.7

5.4

3.7

5.3

5.6

8.5

5.1

5.2

0.9

13.2

6.9

7.0

3.8

8.4

7.5

15.8

6.9

5.6

10.1

10.9

8.4

15.8

18.1

11.3

5.1

0.5

-

-

1.4

1.4

-

法律専門家への相談と問題の解決状況資料 特-19

市町村 全体 すでに
解決した

まだ解決していないが
解決の方向に向かっている

解決して
いない わからない 無回答

全体 601 19.0 17.1 50.4 10.6 2.8

弁護士・司法書士の
事務所に電話で 16 25.0 37.5 25.0 12.5 -

弁護士・司法書士の
事務所に直接出向いて 48 14.6 27.1 50.0 8.3 -

弁護士会・司法書士会に電話で 3 - 66.7 33.3 - -

弁護士会・司法書士会に
直接出向いて 23 21.7 26.1 43.5 4.3 4.3

法テラスに電話で 12 50.0 25.0 25.0 - -

法テラス事務所や出張所に
直接出向いて 40 27.5 30.0 35.0 7.5 -

避難所や仮設住宅に来た
弁護士・司法書士に 45 24.4 22.2 46.7 6.7 -

その他の場所・方法で 31 22.6 19.4 54.8 3.2 -

弁護士・司法書士に
相談した（計） 162 25.9 25.9 41.4 6.2 0.6

弁護士・司法書士に
相談していない 367 17.7 15.0 55.9 10.6 0.8

わからない 50 12.0 12.0 42.0 30.0 4.0

無回答 22 4.5 - 45.5 - 50.0
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　「最も重大な問題」の解決状況に関する地域差は以下のとおりである。

３　原発事故に関連する法律問題
(1)法律問題の経験率と解決状況
　原発事故に関連して問題を経験したことがあるかについての質問の結果は下表のとおりである。「特にな
い・わからない」という回答が最も多くなっており、問題と認識していない被害者が多いことが分かる。

　「原発事故に関連する問題」について解決状況に関する質問については、「すでに解決した」「解決の方向
に向かっている」との回答は11.2％となっており、一般の法律問題についての同様の回答が36.1％である
のに対して低くなっている。

原発事故に関連する問題（対象地域別）資料 特-21
（％）

全体

二本松市

相馬市

（ｎ=565）

（ｎ=220）

（ｎ=345）

損害賠償
(慰謝料以外)
の請求

原発事故に
関するその他の問題

特にない・
わからない 無回答慰謝料の請求

19.8

28.2

14.5

8.1

10.9

6.4

5.8

10.0

3.2

5.8

13.2

1.2

0 1000 1000 1000 1000 100

69.0

52.3

79.7

原発事故に関連する問題の解決状況（対象地域別）資料 特-22

全体

二本松市

相馬市

（ｎ=142）

（ｎ=76）

（ｎ=66）

すでに解決した
まだ解決していないが
解決の方向に向かっている まだ解決していない

7.0

3.9

4.2

10.5 65.8

18.2

7.9

3.0 4.5 71.2 3.0

68.3 12.7

11.8

7.7

わからない 無回答

（％）

「最も重大な問題」の解決状況（対象地域別）資料 特-20 

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=601）

（ｎ=154）

（ｎ=80）

（ｎ=141）

（ｎ=111）

（ｎ=115）

13.0

19.0

16.9 15.6

20.0 28.8

16.3 39.0 11.3 6.4

3.847.5

11.7 53.2

27.0

17.1

17.4 58.3 9.6 1.7

5.412.6

17.1 50.4 10.6

54.5

2.8

13.0

（％）
すでに解決した

まだ解決していないが
解決の方向に向かっている 解決していない わからない 無回答
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4　金額への換算
　原発事故に関連する問題の金額への換算に関する質問では、「お金には換算できない」との回答が最も多く、
「わかる」との回答は9.9％であった。一般の法律問題に関する同様の質問への回答結果（特-24）と比較す
ると、原発事故に関連する問題についは「お金には換算できない」との思いが強いことが分かる。

原発事故に関連する問題の金額的価値（対象地域別）資料 特-23

全体

二本松市

相馬市

（ｎ=142）

（ｎ=76）

（ｎ=66）

9.9

34.2

35.2

13.2 40.8

6.1 36.4 53.0 4.5

46.5

11.8

8.5

（％）

わかる お金には換算できないわからない 無回答

震災発生当時からこれまでに経験した最も重大な問題の金額的価値（対象地域別）資料 特-24 

〈金額〉

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=175）

（ｎ=51）

（ｎ=19）

（ｎ=44）

（ｎ=31）

（ｎ=30）
16.7

24.6

19.6 41.213.721.6

26.3 31.65.326.3

22.7 4.5 40.9

10.5

35.5 6.5

31.8

29.0 19.4 6.5

6.723.3 50.0 3.3

平均値

（万円）

1459.0

1949.8

686.2

954.3

1742.3

1521.6

487.5

750.0

97.5

325.0

600.0

750.0

中央値

（万円）

3.2

22.3 40.68.0 2.32.3

3.9

（％）
100万円未満 1,000万～1億円未満100～500万円未満 500～1,000万円未満 1億円以上 不明

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=601）

（ｎ=154）

（ｎ=80）

（ｎ=141）

（ｎ=111）

（ｎ=115）

わかる

26.1

29.1

33.1 37.0

23.8 53.8

48.2 9.9 10.6

22.5

40.5 23.4

31,2

27.9

32.2 39.1 2.6

8.1

41.6 24.8 4.5

29.9

お金には換算できないわからない 無回答
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5　原子力損害賠償紛争解決センター（原発ADR）への申立て
　原発ＡＤＲへの申立て状況については、特-25である。申立てにつき法律専門家への手続き依頼状況は特
-26のとおりである。原発ＡＤＲへの申立てを行わない理由は、「時間や手間がかかりそうだから」「申立て
を行っても無駄だと思うから」との回答が多い。

原発ADRへの申立て状況（対象地域別）資料 特-25

全体

二本松市

相馬市

（ｎ=142）

（ｎ=76）

（ｎ=66）

12.7

14.5 39.5

17.6 33.1

13.2 15.83.9

12.1 21.2 25.8 13.6 25.8 1.5

8.5 20.4

13.2

7.7

（％）

すでに行っている（行った） 今後行うことを考えている
この制度自体を
知らない今のところ行う予定はない わからない 無回答

弁護士や司法書士への原発ADR申立て手続きの依頼状況（男女別・対象地域別）資料 特-26

男性

女性

二本松市

相馬市

性別

現在
居住地

全　体 （ｎ=43）

（ｎ=23）

（ｎ=20）

（ｎ=21）

（ｎ=22）

（％）

す
で
に
依
頼
し
た

今
後
必
要
が

あ
れ
ば
依
頼

し
よ
う
と
思
う

依
頼
し
て
な
い
し

今
後
も
依
頼
す
る

予
定
は
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

25.6

21.7

30.0

28.6

22.7

41.9

43.5

40.0

38.1

45.5

7.0

8.7

5.0

9.5

4.5

16.3

13.0

20.0

4.8

27.3

9.3

13.0

5.0

19.0

-

弁護士や司法書士への原発ADR申立てを行わない理由資料 特-27

男性

女性

二本松市

相馬市

性別

現在
居住地

全　体 （ｎ=47）

（ｎ=25）

（ｎ=22）

（ｎ=30）

（ｎ=17）

（％）

時
間
や
手
間
が

か
か
り
そ
う
だ
か
ら

申
立
て
を
行
っ
て
も

無
駄
だ
と
思
う
か
ら

費
用
が

か
か
り
そ
う
だ
か
ら

自
分
で
解
決
し
た
い
か
ら

頼
め
る
弁
護
士
や

司
法
書
士
を
知
ら
な
い
か
ら 

セ
ン
タ
ー
の
敷
居
が

高
い
か
ら

申
立
て
を
行
う
ほ
ど
の

問
題
で
は
な
い
か
ら

他
の
方
法
を
と
る
か
ら

頼
め
る
弁
護
士
や

司
法
書
士
が
近
く
に
い
な
い
か
ら

分
野
が
違
う
と
思
う
か
ら

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

他
人
に
知
ら
れ
た
く
な
い
か
ら

無
回
答

53.2

60.0

45.5

60.0

41.2

38.3

40.0

36.4

40.0

35.3

21.3

16.0

27.3

16.7

29.4

8.5

12.0

4.5

13.3

-

6.4

4.0

9.1

6.7

5.9

6.4

8.0

4.5

6.7

5.9

6.4

4.0

9.1

6.7

5.9

2.1

4.0

-

3.3

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

4.3

4.0

4.5

3.3

5.9

14.9

8.0

22.7

10.0

23.5

4.3

-

9.1

3.3

5.9
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6　法テラスの役割
（１）法テラスの認知と利用意向
　法テラスについて、本調査以前から「知っていた」割合は、全体としては40.4％と全国を対象にした認
知度調査の結果とそれほどの差はないが（本書148頁参照）、南三陸での調査では認知率が66.4％と際立っ
て高くなっている。
　また、法テラスの認知状況と、法テラスの無料法律相談や弁護士・司法書士費用の立替の利用意向との関
係をみると、法テラスを「知っていた」と回答する場合にこれらのサービスを「利用しようと思う」との回
答が多い傾向がみられる。

法テラスの認知状況（対象地域別）資料 特-28

全体

仙台市

女川町

南三陸町

二本松市

相馬市

（ｎ=1598）

（ｎ=345）

（ｎ=346）

（ｎ=342）

（ｎ=220）

（ｎ=345）

24.1

40.4

34.8

42.5

32.2 1.5

57.5

60.5

66.4

30.9

75.7 0.3

8.6

58.1

65.2

1.6

知っていた 知らなかった（この調査で初めて知った） 無回答

法テラスの認知状況と無料法律相談の利用意向資料 特-29

全体 利用しようと
思う

利用しないと
思う わからない 無回答

全体 1598 31.0 19.1 48.0 1.9

認知

知っていた 645 43.1 19.7 36.3 0.9

知らなかった 928 23.2 18.9 57.0 1.0

無回答 25 8.0 12.0 16.0 64.0

法テラスの認知状況と弁護士・司法書士費用の立替制度の利用意向資料 特-30

全体 利用しようと
思う

利用しないと
思う わからない 無回答

全体 1598 19.1 23.2 54.9 2.8

認知

知っていた 645 27.6 23.7 47.3 1.4

知らなかった 928 13.5 23.2 61.4 1.9

無回答 25 8.0 12.0 8.0 72.0
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（２）法テラス出張所の効果
　調査地の中で唯一法テラスの出張所が設置されている南三陸町は、いくつかの点で特徴的な傾向を示して
いる。前述のように法テラスの認知度が他地域より際立って高いこと、法律専門家へ相談したとの回答が多
く、相談先内訳としては法テラスの事務所や出張所の割合が他の地域より高いこと（前出：特-17）、「もっ
とも重要な問題」の解決状況について「すでに解決した」との回答の割合が27％と他地域より高いこと（前
出：特-20）などである。
　この結果は、法テラス出張所の開設が法律専門家への相談を促進し、それを通じて問題解決につながって
いる可能性を示唆している。
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